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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第２四半期累計期間
第11期

会計期間
自　2022年10月１日
至　2023年３月31日

自　2021年10月１日
至　2022年９月30日

売上高 (千円) 969,345 2,041,623

経常損失（△）又は経常利益 (千円) △55,334 78,232

四半期純損失（△）又は当期純利益 (千円) △66,758 73,763

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 213,707 142,499

発行済株式総数 (株) 2,405,200 2,211,700

純資産額 (千円) 416,243 340,586

総資産額 (千円) 611,173 563,359

１株当たり四半期純損失（△）又は
１株当たり当期純利益

(円) △28.99 33.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 68.1 60.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △100,248 150,093

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △33,159 △74,882

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 142,288 69,752

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 312,286 303,405
 

 

回次
第12期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年３月31日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △18.77
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式数は存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第12期第２四半期累計期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載して

おりません。

３．当社は第11期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第11期第２四半期累計期

間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

５．当社は、2022年７月２日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。１株当たり四半

期純損失（△）又は１株当たり当期純利益については、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し

て算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、当社は前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

 
（１）経営成績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染対策による行動制限の大幅な緩

和により、消費活動は回復の兆しがみられました。その一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長期化、米国金融機関

の破綻、資源価格や原材料価格の高騰によるインフレ圧力等国内景気の先行きや企業収益に与える影響については

依然として不透明な状況が続いております。

当社が主にサービスを提供する賃貸不動産管理業界におきましては、賃料も安定的に推移しており、また、既存

物件の入居率も入居者のライフスタイルの多様化やテレワークの定着等により、引き続き堅調に推移すると見込ん

でおります。

このような状況の下、当社の主力サービスである「スマサポサンキューコール」及び入居者アプリ「totono」の

需要は高く推移しており、受注拡大に向け注力いたしました。その結果、入居者アプリ「totono」の契約社数は堅

調に推移いたしましたが、「スマサポサンキューコール」における大東建託パートナーズ株式会社へのサービス開

始時期が、システム改修に時間を要していることから遅れております。なお、既に受注は完了しており今期中には

サービスを開始できる見込みとなっております。

以上の結果、当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高は969,345千円、営業損失は42,936千円、経常損失は

55,334千円、四半期純損失は66,758千円となりました。

なお、当社は不動産管理会社向けソリューション提供事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。

 
（２）財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ47,814千円増加し、611,173千円となりまし

た。

　流動資産は、前事業年度末に比べ47,347千円増加し、443,608千円となりました。これは主に、売掛金が20,218

千円減少した一方で、現金及び預金が8,880千円、その他が62,336千円増加したこと等によります。

　固定資産は、前事業年度末に比べ466千円増加し、167,565千円となりました。これは主に、その他無形固定資

産が4,177千円、投資その他の資産が11,450千円減少した一方で、ソフトウエアが18,004千円増加したこと等によ

ります。

 

（負債）

　当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ27,842千円減少し、194,930千円となりまし

た。

　流動負債は、前事業年度末に比べ27,536千円減少し、189,224千円となりました。これは主に、買掛金が10,234

千円増加した一方で、その他が22,380千円、未払法人税等が15,117千円減少したこと等によります。

　固定負債は、前事業年度末に比べ306千円減少し、5,706千円となりました。これは主に、保証履行引当金が173

千円減少したこと等によります。
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（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ75,657千円増加し、416,243千円となりま

した。これは、東京証券取引所グロース市場への上場に伴う公募増資等の実施により資本金及び資本剰余金がそ

れぞれ71,208千円増加したこと、四半期純損失の計上により、利益剰余金が66,758千円減少したことによりま

す。

 
（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は312,286千円となり、前事業

年度末に比べて8,880千円増加いたしました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因

は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは100,248千円の支出となりました。これは

主に、売上債権の減少額20,218千円等の収入があった一方で、税引前四半期純損失55,334千円の計上、立替金の

増加額52,462千円、未払消費税等の減少額24,962千円の支出があったこと等によります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは33,159千円の支出となりました。これは

主に、無形固定資産の取得による支出32,695千円があったこと等によります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは142,288千円の収入となりました。これは

主に、株式の発行による収入142,416千円の収入があったこと等によります。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（５）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

 

（７）研究開発活動

　該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,405,200 2,405,200
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式
であります。
なお、単元株式数は
100株であります。

計 2,405,200 2,405,200 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年１月30日 43,500 2,405,200 16,008 213,707 16,008 203,707
 

（注）2023年１月30日を払込期日としてみずほ証券株式会社が行った、オーバーアロットメントによる当社株式の売り

出しに関連した同社を割当先とする第三者割当増資による新株式（発行価格736円、資本組入額368円）の発行に

より、資本金及び資本剰余金がそれぞれ16,008千円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

2023年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社CABO DA ROCA 大阪府大阪市中央区高麗橋3-2-7 790,000 32.85

太田　卓利 大阪府豊中市 443,300 18.43

大東建託パートナーズ株式会社 東京都港区港南2-16-1 140,000 5.82

Hamagin DG Innovation投資事業
有限責任組合

東京都渋谷区宇田川町15-1 116,700 4.85

株式会社DGベンチャーズ 東京都渋谷区恵比寿南3-5-7 70,000 2.91

太田　玲 大阪府豊中市 63,000 2.62

みずほ成長支援第４号投資事業
有限責任組合

東京都千代田区内幸町1-2-1 50,500 2.10

株式会社三好不動産 福岡県福岡市中央区今川1-1-1 50,000 2.08

地域とトモニ１号投資事業有限
責任組合

京都府京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水
町659烏丸中央ビル4F

50,000 2.08

みずほ成長支援第３号投資事業
有限責任組合

東京都千代田区内幸町1-2-1 49,100 2.04

計 － 1,822,600 75.78
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,404,600
 

24,046

完全議決権株式であり、権利内容に何ら
限定の無い当社における標準となる株式
であります。なお、単元株式数は100株で
あります。

単元未満株式 普通株式 600
 

― ―

発行済株式総数 2,405,200 ― ―

総株主の議決権 ― 24,046 ―
 

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社スマサポ(E38200)

四半期報告書

 7/17



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月

31日まで)及び第２四半期累計期間(2022年10月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、仰星監

査法人による四半期レビューを受けております。

 
３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 303,405 312,286

  売掛金 64,351 44,133

  商品 4,888 2,434

  その他 26,949 89,285

  貸倒引当金 △3,335 △4,531

  流動資産合計 396,260 443,608

 固定資産   

  有形固定資産 9,341 7,432

  無形固定資産   

   ソフトウエア 103,150 121,154

   その他 21,172 16,994

   無形固定資産合計 124,322 138,149

  投資その他の資産 33,435 21,984

  固定資産合計 167,099 167,565

 資産合計 563,359 611,173

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 40,867 51,102

  未払法人税等 19,035 3,918

  契約負債 62,210 62,013

  賞与引当金 20,976 20,898

  その他 73,671 51,290

  流動負債合計 216,760 189,224

 固定負債   

  保証履行引当金 3,904 3,731

  資産除去債務 1,700 1,700

  その他 407 274

  固定負債合計 6,012 5,706

 負債合計 222,773 194,930

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 142,499 213,707

  資本剰余金 132,499 203,707

  利益剰余金 65,586 △1,171

  株主資本合計 340,586 416,243

 純資産合計 340,586 416,243

負債純資産合計 563,359 611,173
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

売上高 969,345

売上原価 655,719

売上総利益 313,625

販売費及び一般管理費 ※  356,561

営業損失（△） △42,936

営業外収益  

 補助金収入 500

 その他 239

 営業外収益合計 739

営業外費用  

 支払利息 12

 上場関連費用 13,123

 その他 0

 営業外費用合計 13,137

経常損失（△） △55,334

税引前四半期純損失（△） △55,334

法人税等 11,424

四半期純損失（△） △66,758
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前四半期純損失（△） △55,334

 減価償却費 19,879

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,195

 賞与引当金の増減額（△は減少） △77

 保証履行引当金の増減額（△は減少） △173

 支払利息 12

 売上債権の増減額（△は増加） 20,218

 棚卸資産の増減額（△は増加） 2,454

 立替金の増減額（△は増加） △52,462

 仕入債務の増減額（△は減少） 10,234

 未払消費税等の増減額（△は減少） △24,962

 未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減少） △2,041

 契約負債の増減額（△は減少） △196

 その他 △5,909

 小計 △87,161

 利息及び配当金の受取額 1

 利息の支払額 △12

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △13,076

 営業活動によるキャッシュ・フロー △100,248

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △462

 無形固定資産の取得による支出 △32,695

 その他 △1

 投資活動によるキャッシュ・フロー △33,159

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 株式の発行による収入 142,416

 リース債務の返済による支出 △127

 財務活動によるキャッシュ・フロー 142,288

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,880

現金及び現金同等物の期首残高 303,405

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  312,286
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）

前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り)に記載し

た新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

 
(四半期貸借対照表関係)

保証債務

賃借人の支払家賃等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2022年９月30日）
当第２四半期会計期間
（2023年３月31日）

債務保証額（月額） 823,449千円 764,342千円
 

 
(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

給与及び賞与 158,451千円

賞与引当金繰入額 20,898千円

貸倒引当金繰入額 1,195千円

保証履行引当金繰入額 △173千円
 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自　2022年10月１日
至　2023年３月31日)

現金及び預金 312,286千円

現金及び現金同等物 312,286千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2022年10月１日 至 2023年３月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

　なるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2022年12月29日に東京証券取引所グロース市場に上場いたしました。

この上場にあたり、2022年12月28日を払込期日とする公募（ブックビルディング方式による募集）による新株

式の発行150,000株により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ55,200千円増加しております。さらに、2023年１月

30日に有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）による払込を受

け、資本金及び資本剰余金がそれぞれ16,008千円増加しております。

この結果、当第２四半期会計期間末において資本金が213,707千円、資本剰余金が203,707千円となっておりま

す。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、不動産管理会社向けソリューション提供事業の単一セグメントであるため、セグメ

ント情報の記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は不動産管理会社向けソリューション提供事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を

分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
不動産管理会社向け
ソリューション提供事業

一時点で移転される財及びサービス 711,793

一定の期間にわたり移転される財及びサービス 257,551

顧客との契約から生じる収益 969,345

その他の収益 －

外部顧客への売上高 969,345
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
(自　2022年10月１日
至　2023年３月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △28円99銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失（△）(千円) △66,758

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △66,758

普通株式の期中平均株式数(株) 2,302,928

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

－

 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2023年５月12日

株式会社スマサポ

取締役会  御中

 

仰星監査法人
 

大阪事務所
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田　邉　太　郎  
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 俣　野　朋　子  
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スマサ

ポの2022年10月１日から2023年９月30日までの第12期事業年度の第２四半期会計期間（2023年１月１日から2023年３月

31日まで）及び第２四半期累計期間（2022年10月１日から2023年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スマサポの2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以上　

 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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